
1年前のある日、私の幼馴染が家を訪ねてきました。 
ドアを開けてみると、そこには大きな大根を抱えた彼が立っていました。 
そして、 
 
「僕が作ったんだ！」 
 
満面の笑みで、そう教えてくれたのです。 
 
ダウン症を患っている私の幼馴染。 
普段から通っている障がい者支援施設で、その野菜を作ったそうです。 
 
小さな頃は、何をするにも母親が一緒。 
友達と遊びに行くときも母親の付き添いが欠かせない。 
 
そんな彼が、自分の力で立派な大根を育て上げました。 
種まき、水やりなど農作業に一生懸命取り組んだのです。 
 
あの時の彼の笑顔は、立派な大根を育てた達成感にあふれていました。 
（間） 
障害を持つ方にとって、自力で達成できることは少なかったかもしれない。 
しかし、農業を通して、初歩的な作業から経験を積み重ねていくことで、少しずつ、自分の

力でできることが、増えていく。 
そうすることで、障がい者の活躍の場が大きく広がる！ 
 
その手助けをできる力が、農業に備わっていたと、気づかされました。 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
本弁論では、障がい者の社会参画が進む日本で、農業が果たす新たな役割を提示したいと思

います。 
 
 
 
【現状】 
現在、障がい者の雇用は少しずつ増えてきています。 
平成29年度の時点で、働いている障がい者は約50万人。 
過去最高の数字を記録しており、障がい者の社会進出は少しずつ進んできているといえま

す。 
 
彼らには働く意欲があり、実際に約9割の障がい者が「働きたい」と回答しています。 
 
しかし、現在働けている50万人は、就労可能な障がい者の中でもわずかな存在です。 
事実、350万人もの障がい者は、就職ができていません。 
 
つまり、多くの障がい者は働く意思があるのにも関わらず、働けていない状況にあるので

す。 
 
そんな中、この状況を改善するための、新しい取り組みがあります。 
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それが、「農福連携」！ 
 
農福連携とは、障害者が農業分野で活躍することを通じて、自信や生きがいを持って社会参

画を実現していく取組のことです。 
 
障がい者が農福連携を通じて、農業を行うことのメリットは２つ。 
まず第１のメリットは、障がい者の適性に合わせて、農作業を行えることです。 
 
そもそも障がい者は、様々な能力、適性を有しています。 
例えば、判断能力が高く、作業が効率よく行える障がい者、 
集中力が高い、こだわりが強いため、細かい作業が得意な障がい者などが存在しています。 
 
そして、農作業には、単純なものから集中力を要するものまで、作業内容が様々存在。 
 
そのため、障がい者ひとりひとりの、適性に合わせた作業を割り振ることができ、障がいの

種類に関わらず作業を行うことができます。 
 
第2のメリットは、社会参画への、基本的な能力を身に着けるのに最適である、ということ
です。 
 
農福連携での農作業は、グループ単位で行われます。 
そのため、対人能力、スケジュール管理能力の向上、 
協調性の改善に最適であると、農林水産省が指摘しています。 
 
さらには、自然とかかわることで、ストレスが軽減したり、うつ状態が改善するとともに、

感情のコントロールができるようになるといった効果が期待されています。 
 
実際に、農林水産省の行ったアンケートでは、約８割の福祉施設が、農作業を通じて、障が

い者の健康や精神に良い影響があらわれた、と回答しました。 
 
このように、障がい者が農業に関わることで、 
社会に参画するための力が身につき、その後の就労に結びつくのです。 
 
これらのメリットが評価され、農福連携を実施した事業所への調査では、約7割が障がい者
にとって就労機会の増加や安定がもたらされた、と回答しています。 
 
つまり、農福連携は、障害者の社会進出において、大きな可能性を秘めているのです。 
 
【理念】 
確かに、障がい者が参加できる産業は他にも存在します。 
しかし、農業は、農福連携という試みを通して、障がい者の福祉ケアと就労支援を、同時に

行える唯一の産業です。 
農福連携によって、障がい者は社会に参画するための第一歩を踏み出すことができるので

す。 
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【原因】 
しかし現在、農福連携は普及していません。 
実際に、障害者施設のうち、農業活動を行っている割合は、わずか3割にとどまっていま
す。 
それでは、なぜ農福連携が進んでいないのでしょうか。 
それは、農業側と福祉側それぞれに、連携に対する不安があるからです。 
障がい者を雇っていない農業者の約半数が、 
「障がい者になんの作業を任せてればよいかわからない」といった理由から、農福連携に踏

み出せずにいます。 
また、福祉側も農業との連携に不安を感じており、約6割の事業所が支援を必要としていま
す。 
 
つまり、農業者と、障がい者の関係を調整する機能があれば、農福連携をより進めることが

できるのです。 
 
 
【プラン】 
そこで私は、1点のプランを提案します！ 
それは、農業と福祉の仲介役を設けるというものです。 
 
仲介役には、全国に設置されており、障がい者の就労支援を行う、社会就労センター協議会

がその役割を担当します。 
 
それでは、仲介の流れを具体的に説明します。 
 
まず、農家側が就労センターに作業を依頼し、話し合いで賃金などの条件を決定。 
その内容を就労センターがまとめ、各福祉施設へ周知・募集をします。 
それを受け、福祉施設側は、参加人数やそれぞれの得意な作業・苦手な作業を記入し、就労

センターに応募。 
つまり、農家と障がい者は、就労センターを通じて接続されるのです。 
 
しかし、農業と福祉の連携を行う制度を作ったとしても、それを担う専門的な人材がいなけ

れば機能しません。 
実際、双方の連携を担う専門的な人材が少ないのが現実。 
 
そこで、さらに1点の補填プランを提案します。 
それは、コーディネーターを新たに、全国に配置することです。 
 
コーディネーターとは、農業と福祉の両方に精通しており、農作業を細かく分け、障がい者

の長所を生かせるように、作業を振り分けることのできる人材です。 
彼らの存在によって、農家側は作業の振り分けをしなくても済むようになり、連携時の不安

を解消することができます。 
さらに、適切な仕事が割り振られるため、障がい者は作業を続けやすくなるのです。 
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こうした役割を果たす、コーディネーターを全国に100人配置します。 
これは、農福連携が進む、香川県の事例を参考に算出したものです。 
現在、香川県の就労センターには、3人のコーディネーターが在籍しています。 
香川県の場合、農業人口が5万人に対し、コーディネーターが3人。 
全国の農業人口は170万人であるため、新たに100人のコーディネーターが必要であるとい
う試算です。 
 
このことで、新たに年間7万人の障害者が社会進出の機会を得ることができるようになりま
す。 
 
さらに、コーディネーターを仲介として設置した香川県では、農福連携で売り上げが４割増

加しました。 
円滑な連携が行われれば、さらなる効果が見込まれるのです。 
 
以上のプランにより、情報共有が円滑化され、農業側、福祉施設側の不安を解消し、より一

層、農福連携を拡大することができます。 
そして、この農福連携という、就労支援の取り組みが拡大することで、障がい者の就労機会

の増加へとつながるのです。 
 
  

4 



【締め】 
農業の役割。 
それは今まで、生産だけに焦点が当てられてきました。 
しかし、私がこの弁論で述べてきたように、 
農業には生産の手段はもちろん、それに加えて新たな役割を担える可能性が、秘められてい

るのです。 
就労という希望を障がい者に与えることができる、「農福連携」。 
農業が「生産」に加えて、「福祉」という観点で、再び脚光を浴びる、「再興産業」となる

のです。 
 
福祉としての農業、農福連携がこの社会に、より普及していくことを願い、本弁論を終了さ

せていただきます。 
ご清聴ありがとうございました。 
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